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Ⅰ．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

　繰上償還を行うことが決定されましたので、平成30年６月28日付で提出した有価証券届出書（以下「原届

出書」といいます。）において、第一部および第二部における繰上償還に関連する記載等に関し訂正を行う

ため、訂正届出書を提出いたします。

 

Ⅱ．【訂正の内容】

 

第一部【証券情報】

（７）申込期間

＜訂正前＞

　平成30年６月29日から平成31年６月27日までとします。

申込期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新される予定です。

 

＜訂正後＞

　平成30年６月29日から平成30年８月16日までとします。

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（２）ファンドの沿革

＜訂正前＞

平成19年３月30日　マザーファンドの信託契約締結、および設定・運用開始

平成24年11月16日　当ファンドの信託契約締結、および設定・運用開始

平成27年５月29日　マザーファンドの名称変更

 

＜訂正後＞

平成19年３月30日　マザーファンドの信託契約締結、および設定・運用開始

平成24年11月16日　当ファンドの信託契約締結、および設定・運用開始

平成27年５月29日　マザーファンドの名称変更

平成30年８月20日　当ファンドの信託終了（予定）

 

（３）ファンドの仕組み

（ハ）委託会社の概況

＜訂正前＞

①　資本金　2,218百万円（平成30年４月末現在）

②～④（略）

⑤　大株主の状況（平成30年４月末現在）

　（以下略）

 

＜訂正後＞

①　資本金　2,218百万円（平成30年６月末現在）

②～④（略）

⑤　大株主の状況（平成30年６月末現在）

　（以下略）

 

２【投資方針】
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（４）分配方針

＜訂正前＞

　　毎計算期間終了時に、以下の方針に基づき分配を行います。

　　なお、将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

　　①　分配対象額の範囲

　（以下略）

 

＜訂正後＞

　　毎計算期間終了時に、以下の方針に基づき分配を行います。

　　なお、将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

　　信託終了日までの間に分配は行いません。

　　①　分配対象額の範囲

　（以下略）

 

３【投資リスク】

（１）リスク要因

＜訂正前＞

（略）

①～⑩（略）

⑪　繰上げ償還等について

　　当ファンドは、信託期間中において、信託財産の純資産総額が20億円を下回ることとなった場合、委

託会社が受益者のため有利であると認める場合、またはやむを得ない事情が発生した場合には、信託期

間の途中であっても繰上げ償還することがあります。また、投資環境の変化等により、委託会社が当

ファンドの申込期間を更新しないことや申込みの受付を停止することがあります。この場合は新たに当

ファンドを購入することはできなくなります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

①～⑩（略）

⑪　繰上償還等について

（注）当ファンドは平成30年８月20日に信託を終了（繰上償還）します。

　　当ファンドは、信託期間中において、信託財産の純資産総額が20億円を下回ることとなった場合、委

託会社が受益者のため有利であると認める場合、またはやむを得ない事情が発生した場合には、信託期

間の途中であっても繰上償還することがあります。また、投資環境の変化等により、委託会社が当ファ

ンドの申込期間を更新しないことや申込みの受付を停止することがあります。この場合は新たに当ファ

ンドを購入することはできなくなります。

（以下略）

 

４【手数料等及び税金】

（５）課税上の取扱い

＜訂正前＞

　　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなり

ます。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成30年４

月末現在適用されるものです。

（以下略）
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＜訂正後＞

日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなり

ます。

なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成30年６

月末現在適用されるものです。

（以下略）

 

第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】

①　申込方法

＜訂正前＞

（略）

　　取得申込みの受付を行わない日（申込受付中止日）については、販売会社にお問い合わせください。

 

＜訂正後＞

（略）

　　取得申込みの受付を行わない日（申込受付中止日）については、販売会社にお問い合わせください。

 

（注）当ファンドの受益権の取得申込みの受付は平成30年８月16日までです。なお、当ファンドは平成30

年８月20日に信託を終了します。

 

２【換金（解約）手続等】

①　換金方法

＜訂正前＞

（略）

　　換金申込みの受付を行わない日（申込受付中止日）については、販売会社にお問い合わせください。

 

＜訂正後＞

（略）

　　換金申込みの受付を行わない日（申込受付中止日）については、販売会社にお問い合わせください。

 

（注）当ファンドの換金申込みの受付は平成30年８月16日までです。なお、当ファンドは平成30年８月20

日に信託を終了します。

 

３【資産管理等の概要】

＜訂正前＞

（略）

（３）信託期間

　　平成24年11月16日から平成34年11月15日（休業日の場合は翌営業日）までです。

　　ただし、後記「（５）その他①信託の終了等」に記載する特定の場合には、信託期間満了前に信託は

終了します。

　　なお、委託会社は、信託期間満了前に信託期間の延長が受益者に有利であると認めたときは、受託会

社と協議のうえ、信託約款を変更し、信託期間を延長することができます。

 

（４）計算期間

（略）
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なお、計算期間終了日を「決算日」ということがあり、前記より当ファンドの決算日は原則として毎年

３月29日（該当日が休業日の場合は翌営業日）となります。

 

（５）その他

①　信託の終了等（詳しくは、信託約款をご参照ください。）

（略）

 

②　信託約款の変更等（詳しくは、信託約款をご参照ください。）

（略）

 

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

（３）信託期間

　　平成24年11月16日から平成30年８月20日までです。

 

（４）計算期間

（略）

なお、計算期間終了日を「決算日」ということがあり、前記より当ファンドの決算日は原則として毎年

３月29日（該当日が休業日の場合は翌営業日）となります。

 

（注）当ファンドは平成30年８月20日に信託を終了します。なお、当ファンドの最終計算期間は、平成

30年３月30日から平成30年８月20日までとします。

 

（５）その他

①　信託の終了等（詳しくは、信託約款をご参照ください。）

（注）当ファンドは平成30年８月20日に信託を終了します。

（略）

 

②　信託約款の変更等（詳しくは、信託約款をご参照ください。）

（注）当ファンドは信託の終了までに信託約款を変更する予定はありません。

（略）

 

（以下略）

 
第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

原届出書の「第三部 委託会社等の情報　第１委託会社等の概況　１　委託会社等の概況」については、下

記の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

①　資本金の額（平成30年６月末現在）

資本金の額 2,218百万円

会社が発行する株式の総数 70,000株

発行済株式総数 56,265株
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②　会社の意思決定機構

　取締役会は、会社の業務執行上重要な事項を決定し、その決議は、取締役の過半数が出席し、その出

席取締役の過半数をもって行われます。

　取締役は、株主総会において選任され、任期は選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会の終結の時までとします。増員により、または補欠として選任された取締役の任

期は、他の在任取締役の任期の満了する時までとします。

　また、取締役会は以下の事項（法令上取締役会の決議事項とされているものを除きます。）を決議ま

たは審議することを以下の機関に委任しています。

（イ）業務執行にかかる重要な事項（リスク管理に関する事項を除きます。）：経営委員会

（ロ）リスク管理上の重要な事項：ビジネス・コントロール・コミッティ

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）株式運用本部

 

 

（ａ）株式運用本部は、株式運用部、投資調査部および株式運用サポート室で構成されます。

（ｂ）株式運用部では、運用業務遂行上必要と認められる諸会議の開催による運用戦略の方向性の決定

等により投資判断を行います。なお、投資調査部のアナリストとの議論を通じ投資判断の際の参考

とします。また、同部が行う国内外の株式の運用や海外関係会社に運用を委託している株式の運用

等について、関係各部署と連携し、顧客、投資家、販売会社およびコンサルタント会社への商品内

容説明、販売支援、新商品の企画立案等に関する事項を行います。

（ｃ）投資調査部に所属するアナリストは主に国内株式の分析を行い、その結果に基づき各銘柄に評価

を付します。

（ｄ）株式運用サポート室は、運用実績の分析を行い、前記（ｂ）の株式運用部にその結果を提供しま

す。

（ｅ）エクイティ・トレーディング本部は、株式運用部所属のポートフォリオ・マネジャーの投資判断

を受け、主に国内株式の売買を執行します。

 

（ロ）前記（イ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部のグローバル運用商品部

およびグローバル債券商品部が為替ヘッジのための投資判断を行います。

 

（注）前記（イ）および（ロ）の意思決定機構、組織名称等は、平成30年６月末現在のものであり、今後変更となる場合があ

ります。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

（略）

　　委託会社が設定・運用している投資信託は、平成30年４月末現在以下のとおりです(親投資信託は本数

のみ。)。

 本数 純資産額（百万円）
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公募追加型株式投資信託 74 1,012,498

公募単位型株式投資信託 － －

公募追加型債券投資信託 － －

公募単位型債券投資信託 － －

私募投資信託 60 3,561,902

総合計 134 4,574,400

親投資信託 52 －

（注）百万円未満は四捨五入

 

＜訂正後＞

（略）

　　委託会社が設定・運用している投資信託は、平成30年６月末現在以下のとおりです(親投資信託は本数

のみ。)。

 本数 純資産額（百万円）

公募追加型株式投資信託 74 1,000,520

公募単位型株式投資信託 － －

公募追加型債券投資信託 － －

公募単位型債券投資信託 － －

私募投資信託 58 3,066,278

総合計 132 4,066,798

親投資信託 52 －

（注）百万円未満は四捨五入

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 7/33



３【委託会社等の経理状況】

 

　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」につい

て、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

 

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務

諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣

府令」（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づい

て作成しております。

　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第28期事業年度（平成29年４月１日か

ら平成30年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により監査を受けて

おります。
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（１）【貸借対照表】

   千円単位未満切捨て

  
第27期

（平成29年３月31日）
第28期

（平成30年３月31日）

資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％）

流動資産        

現金及び預金   7,919,624   11,797,632  

前払費用   81,921   24,288  

未収入金   94,878   36,147  

未収委託者報酬   2,164,813   2,408,280  

未収収益   1,516,624   1,464,696  

関係会社短期貸付金   4,010,000   4,751,000  

その他   14,622   14,055  

流動資産計   15,802,485 82.1  20,496,100 98.6

固定資産        

投資その他の資産   3,452,553   294,112  

関係会社株式  60,000   60,000   

投資有価証券  2,759,853   27   

敷金保証金  566,849   97,612   

前払年金費用  46,350   60,699   

その他  19,500   75,773   

固定資産計   3,452,553 17.9  294,112 1.4

資産合計   19,255,038 100.0  20,790,213 100.0
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   千円単位未満切捨て

  
第27期

（平成29年３月31日）
第28期

（平成30年３月31日）

負債の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％）

流動負債        

預り金   175,021   219,484  

未払金   1,701,719   1,762,101  

未払手数料  1,022,204   1,193,819   

その他未払金  679,514   568,282   

未払費用   519,313   539,165  

未払法人税等   171,122   624,002  

賞与引当金   564,151   634,004  

役員賞与引当金   29,369   －  

流動負債計   3,160,696 16.4  3,778,757 18.2

固定負債        

長期未払金   270,047   349,014  

賞与引当金   343,597   308,985  

役員賞与引当金   215,556   －  

固定負債計   829,201 4.3  658,000 3.1

負債合計   3,989,897 20.7  4,436,757 21.3
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   千円単位未満切捨て

  
第27期

（平成29年３月31日）
第28期

（平成30年３月31日）

純資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％）

株主資本        

資本金   2,218,000 11.5  2,218,000 10.7

資本剰余金   1,000,000 5.2  1,000,000 4.8

資本準備金  1,000,000   1,000,000   

利益剰余金   12,088,317 62.8  13,135,458 63.2

利益準備金  33,676   33,676   

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  12,054,640   13,101,782   

株主資本計   15,306,317 79.5  16,353,458 78.7

評価・換算差額等        

その他有価証券評価差額金   △41,176 △0.2  △2 △0.0

評価・換算差額等計   △41,176 △0.2  △2 △0.0

純資産合計   15,265,140 79.3  16,353,456 78.7

負債・純資産合計   19,255,038 100.0  20,790,213 100.0
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（２）【損益計算書】

  
第27期

（自平成28年４月１日
至平成29年３月31日）

第28期
（自平成29年４月１日
至平成30年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％）

営業収益        

委託者報酬   10,502,704   12,446,131  

運用受託報酬   6,255,461   5,788,387  

業務受託報酬   930,841   1,430,987  

その他営業収益   233,636   348,871  

営業収益計   17,922,643 100.0  20,014,377 100.0

営業費用        

支払手数料   4,853,805   6,209,103  

広告宣伝費   206,076   153,740  

調査費   1,932,704   1,897,150  

委託調査費  1,557,743   1,555,380   

調査費  367,964   324,761   

図書費  6,996   17,007   

委託計算費   259,648   303,836  

営業雑経費   275,317   286,552  

通信費  18,593   13,917   

印刷費  224,875   241,049   

協会費  27,416   28,217   

諸会費  4,432   3,369   

営業費用計   7,527,551 42.0  8,850,383 44.2
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第27期

（自平成28年４月１日
至平成29年３月31日）

第28期
（自平成29年４月１日
至平成30年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％）

一般管理費        

給料   5,191,023   5,064,982  

役員報酬  98,502   －   

役員報酬及び賞与  －   302,393   

給料・手当  3,482,336   3,186,497   

賞与  761,594   905,378   

賞与引当金繰入額  564,129   670,712   

役員賞与  142,286   －   

役員賞与引当金繰入額  142,172   －   

福利厚生費   425,804   393,358  

交際費   21,435   17,403  

寄付金   12,137   11,544  

旅費交通費   175,300   149,516  

租税公課   120,270   140,135  

不動産関連費   1,157,897   1,114,905  

退職給付費用   280,167   248,750  

退職金   452,126   154,442  

役員退職慰労金   37,000   －  

消耗器具備品費   53,010   50,426  

事務委託費   344,828   331,399  

関係会社等配賦経費   2,369,810   2,062,711  

諸経費   96,976   96,551  

一般管理費計   10,737,789 59.9  9,836,127 49.2

営業利益又は営業損失（△）   △342,697 △1.9  1,327,866 6.6
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第27期

（自平成28年４月１日
至平成29年３月31日）

第28期
（自平成29年４月１日
至平成30年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  （千円） （千円） （％） （千円） （千円） （％）

営業外収益        

受取配当金 ※１ 465,000   454,000   

投資有価証券売却益  25,787   86,573   

受取利息 ※１ 17,222   14,113   

為替差益  42,082   －   

その他営業外収益  36,197   34,949   

営業外収益計   586,291 3.3  589,637 2.9

営業外費用        

投資有価証券売却損  39,665   1,447   

為替差損  －   25,196   

その他営業外費用  18   4,484   

営業外費用計   39,684 0.2  31,128 0.1

経常利益   203,909 1.2  1,886,375 9.4

税引前当期純利益   203,909 1.2  1,886,375 9.4

法人税、住民税及び事業税   214,690 1.2  839,234 4.2

法人税等調整額   301,667 1.7  － －

当期純利益又は当期純損失
（△）

  △312,448 △1.7  1,047,141 5.2
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（３）【株主資本等変動計算書】

第27期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

      （単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 2,218,000 1,000,000 1,000,000 33,676 12,367,089 12,400,766 15,618,766

当期変動額        

当期純損失
（△）

－ － － － △312,448 △312,448 △312,448

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － － － △312,448 △312,448 △312,448

当期末残高 2,218,000 1,000,000 1,000,000 33,676 12,054,640 12,088,317 15,306,317

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 △33,579 △33,579 15,585,186

当期変動額    

当期純損失
（△）

－ － △312,448

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

△7,597 △7,597 △7,597

当期変動額合計 △7,597 △7,597 △320,046

当期末残高 △41,176 △41,176 15,265,140
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第28期（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

      （単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 2,218,000 1,000,000 1,000,000 33,676 12,054,640 12,088,317 15,306,317

当期変動額        

当期純利益 － － － － 1,047,141 1,047,141 1,047,141

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － － － 1,047,141 1,047,141 1,047,141

当期末残高 2,218,000 1,000,000 1,000,000 33,676 13,101,782 13,135,458 16,353,458

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 △41,176 △41,176 15,265,140

当期変動額    

当期純利益 － － 1,047,141

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

41,174 41,174 41,174

当期変動額合計 41,174 41,174 1,088,315

当期末残高 △2 △2 16,353,456
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

 

２．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に帰属する額を計上しております。

 

(2）役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給、及び親会社の運営する株式報酬制度に係る将来の費用負担に備えるため、

当事業年度に帰属する額を計上しております。

 

(3）退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務と年金資産の見込額に基

づき退職給付引当金を計上しております。ただし、当事業年度末においては、年金資産の額が、退職給

付債務に未認識数理計算上の差異等を加減した額を超過するため、資産の部に前払年金費用を計上して

おります。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）

による定額法により、発生した事業年度から費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）によ

る定額法により按分額を、それぞれ発生した翌事業年度から費用処理することとしております。

 

３．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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未適用の会計基準等

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日）

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日）

 

(1）概要

　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

(2）適用予定日

　平成34年３月期の期首より適用予定であります。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第27期
（平成29年３月31日）

第28期
（平成30年３月31日）

関係会社項目

関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ

れたもの以外に注記すべき事項はありません。

関係会社項目

関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ

れたもの以外に注記すべき事項はありません。

 

（損益計算書関係）

第27期
（自平成28年４月１日
至平成29年３月31日）

第28期
（自平成29年４月１日
至平成30年３月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり

含まれております。

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり

含まれております。
　

関係会社からの受取利息 17,222千円

関係会社からの受取配当金 465,000千円
　

　
関係会社からの受取利息 14,112千円

関係会社からの受取配当金 454,000千円
　

 

（株主資本等変動計算書関係）

第27期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

第28期（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265
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（リース取引関係）

第27期
（自平成28年４月１日
至平成29年３月31日）

第28期
（自平成29年４月１日
至平成30年３月31日）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料は以下のとおりであり

ます。

該当事項はありません。

　
１年以内 672,813千円

１年超 2,019,195千円

合計 2,692,009千円
　

 

 

（金融商品関係）

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　自社が設定する投資信託やグループ会社が運用する投資信託について、その設定時に運用上十分な

信託財産があることが見込めない場合に、「シードキャピタル」として当該投資信託を自己資金によ

り取得することがあります。

　当社は、営業活動援助のため、子会社であるJPMAMジャパン・ケイマン・ファンド・リミテッドへの

短期貸付を行っております。

 

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権のうち、自社が設定・運用する投資信託から受領する未収委託者報酬、及び未収収益のう

ち国内年金基金等から受領する債権については信託銀行により分別管理されている信託財産から回収

され、一般債権とは異なり、信用リスクは極めて低いと認識しております。海外グループ会社に対す

る未収収益は未払費用と部分的に相殺され、信用リスクが軽減されております。また、外貨建て債権

の未収収益については為替の変動リスクに晒されておりますが、外貨建て債務と部分的に相殺され、

為替変動リスクが軽減されております。

　営業債務である未払金は基本的に３ヶ月以内の支払い期日であり、未払手数料、及び未払費用につ

いてはそのほとんどが６ヶ月以内の支払い期日であります。一部外貨建てのものについては、為替の

変動リスクに晒されておりますが、上述の通り外貨建て債権と部分的に相殺され、リスクが軽減され

ております。

　関係会社に対し短期貸付を行っており、関係会社短期貸付金は貸出先の信用リスクに晒されており

ます。関係会社短期貸付金は、３ヶ月の期日であり、金利の変動リスクは僅少です。

　投資有価証券は、上述のシードキャピタルであり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　敷金保証金は建物等の賃貸契約に関連する保証金であり、差入先の信用リスクに晒されておりま

す。
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③　金融商品に係るリスク管理体制

（ⅰ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権のうち、海外グループ会社に対する未収収益は担当部署が各関係会社ごとに期日及び残

高を定期的に管理し、回収懸念の早期把握を図っております。

　関係会社短期貸付金は、子会社であるJPMAMジャパン・ケイマン・ファンド・リミテッドの営業活

動から得られるキャッシュ・フローをモニタリングしており、貸倒や回収遅延の懸念はほぼないと

認識しております。

（ⅱ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　外貨建ての営業債権債務のうち、大半を占める米国ドル建ての債権債務に対しての為替変動リス

クについては担当部署が月次でモニタリングしており、債権もしくは債務の超過に対して米国ドル

建て預金と円建て預金との間で資金移動をして為替変動リスクの軽減に努めております。

（ⅲ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき担当部署が適宜資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

(2）金融商品の時価等に関する事項

①　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、金額的重

要性が低いと判断するものは次表には含めておりません。また、時価を把握することが極めて困難

と認められるものは次表には含めておりません（（注）２．参照）。

 

第27期（平成29年３月31日）

    （単位：千円）

  貸借対照表計上額 時価 差額

 (1）現金及び預金 7,919,624 7,919,624 －

 (2）未収委託者報酬 2,164,813 2,164,813 －

 (3）未収収益 1,516,624 1,516,624 －

 (4）関係会社短期貸付金 4,010,000 4,010,000 －

 (5）投資有価証券 2,759,853 2,759,853 －

 (6）敷金保証金 566,849 565,851 998

 資産計 18,937,765 18,936,766 998

 (1）未払手数料 1,022,204 1,022,204 －

 (2）その他未払金 679,514 679,514 －

 (3）未払費用 519,313 519,313 －

 (4）長期未払金 270,047 269,540 506

 負債計 2,491,079 2,490,573 506
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（注）１．金融商品の時価算定方法

資産

(1）現金及び預金、(2）未収委託者報酬、(3）未収収益及び(4）関係会社短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(5）投資有価証券

　これらは投資信託であり、時価は市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額によってお

ります。

(6）敷金保証金

　敷金保証金の時価については、当該保証金の返還時期を基に、日本国債の利回りで割り引いた現在

価値により算定しております。

負債

(1）未払手数料、(2）その他未払金、及び(3）未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4）長期未払金

　長期未払金の時価については、当該未払金の支払までの期間を基に、日本国債の利回りで割り引い

た現在価値により算定しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 （単位：千円）

 貸借対照表計上額

関係会社株式 60,000

　関係会社株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。
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第28期（平成30年３月31日）

    （単位：千円）

  貸借対照表計上額 時価 差額

 (1）現金及び預金 11,797,632 11,797,632 －

 (2）未収委託者報酬 2,408,280 2,408,280 －

 (3）未収収益 1,464,696 1,464,696 －

 (4）関係会社短期貸付金 4,751,000 4,751,000 －

 資産計 20,421,609 20,421,609 －

 (1）未払手数料 1,193,819 1,193,819 －

 (2）その他未払金 568,282 568,282 －

 (3）未払費用 539,165 539,165 －

 (4）長期未払金 349,014 349,014 －

 負債計 2,650,281 2,650,281 －

 

（注）１．金融商品の時価算定方法

資産

(1）現金及び預金、(2）未収委託者報酬、(3）未収収益及び(4）関係会社短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

負債

(1）未払手数料、(2）その他未払金、及び(3）未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4）長期未払金

　長期未払金の時価については、当該未払金の支払までの期間を基にリスクフリーレートで割り引い

た現在価値により算定しており、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっており

ます。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 （単位：千円）

 貸借対照表計上額

関係会社株式 60,000

　関係会社株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

23/33



②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

(3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

第27期（平成29年３月31日）

    （単位：千円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 7,919,624 － － －

未収委託者報酬 2,164,813 － － －

未収収益 1,516,624 － － －

関係会社短期貸付金 4,010,000 － － －

敷金保証金 － 521,736 45,113 －

合計 15,611,062 521,736 45,113 －

 

第28期（平成30年３月31日）

    （単位：千円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 11,797,632 － － －

未収委託者報酬 2,408,280 － － －

未収収益 1,464,696 － － －

関係会社短期貸付金 4,751,000 － － －

合計 20,421,609 － － －
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（有価証券関係）

１．関係会社株式

　関係会社株式　（第27期の貸借対照表計上額は60,000千円、第28期の貸借対照表計上額は60,000千円）に

ついては市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであることから、記載してお

りません。

 

２．その他有価証券

第27期（平成29年３月31日）

    (単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

その他
投資信託

－ － －

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

その他
投資信託

2,759,853 2,801,030 △41,176

合計 2,759,853 2,801,030 △41,176

 

第28期（平成30年３月31日）

    （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

その他
投資信託

－ － －

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

その他
投資信託

27 30 △2

合計 27 30 △2

 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券

第27期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

   （単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他
投資信託

 
786,122

 
25,787

 
△39,665

 

第28期（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

   （単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他
投資信託

 
2,886,126

 
86,573

 
△1,447
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定拠出型年金制度、及びキャッシュバランス型年金制度を採用しております。

 

２．キャッシュバランス型年金制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

  
第27期

（平成29年３月31日）
 

第28期
（平成30年３月31日）

  （千円）  （千円）

 退職給付債務の期首残高 1,410,557  1,438,648

 勤務費用 193,312  185,799

 利息費用 5,642  5,755

 数理計算上の差異の発生額 △13,617  △12,545

 退職給付の支払額 △157,246  △240,916

 退職給付債務の期末残高 1,438,648  1,376,741

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

  
第27期

（平成29年３月31日）
 

第28期
（平成30年３月31日）

  （千円）  （千円）

 年金資産の期首残高 1,506,662  1,596,600

 期待運用収益 12,053  11,176

 数理計算上の差異の発生額 43,384  58,590

 事業主からの拠出額 191,747  175,947

 退職給付の支払額 △157,246  △240,916

 年金資産の期末残高 1,596,600  1,601,397

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の

調整表

  
第27期

（平成29年３月31日）
 

第28期
（平成30年３月31日）

  （千円）  （千円）

 積立型制度の退職給付債務 1,438,648  1,376,741

 年金資産 △1,596,600  △1,601,397

  △157,952  △224,656

 未認識数理計算上の差異 111,084  163,853

 未認識過去勤務費用 518  104

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △46,350  △60,699
     
 前払年金費用 △46,350  △60,699

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △46,350  △60,699
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

  
第27期

（自平成28年４月１日
至平成29年３月31日）

 
第28期

（自平成29年４月１日
至平成30年３月31日）

  （千円）  （千円）

 勤務費用 193,312  185,799

 利息費用 5,642  5,755

 期待運用収益 △12,053  △11,176

 数理計算上の差異の費用処理額 △5,775  △18,366

 過去勤務債務の費用処理額 △414  △414

 その他（注１） 18,916  13,607

 キャッシュバランス型年金制度に係る退職給付費用（注２） 199,628  175,205

（注１）その他の金額は、主に当社への出向者分の退職給付費用であります。

（注２）当社からの出向者分の退職給付費用は、上記金額に含まれておりません。

 

(5）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

  
第27期

（平成29年３月31日）
 

第28期
（平成30年３月31日）

 債券 51％  49％

 株式 21％  －

 現金及び預金 28％  51％

 合計 100％  100％

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

  
第27期

（平成29年３月31日）
 

第28期
（平成30年３月31日）

 主要な数理計算上の計算基礎    

 割引率 0.4％  0.4％

 長期期待運用収益率 0.8％  0.7％

 

３．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、第27期事業年度80,539千円、第28期事業年度73,544千円でありま

す。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
第27期

（平成29年３月31日）
 

第28期
（平成30年３月31日）

（流動） (千円)  (千円)

繰延税金資産    

未払費用 19,008  29,529

未払事業税 10,802  40,523

賞与引当金 174,097  160,384

その他 2,084  37

繰延税金資産小計 205,992  230,473

評価性引当額 △205,992  △230,473

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金資産又は繰延税金負債（△）の純額 －  －
    
 
 

   

（固定） (千円)   

繰延税金資産    

賞与引当金 105,620  80,244

長期未払費用 106,580  94,199

長期前払費用 －  76,161

減価償却超過額 9,292  113,576

その他 5,764  △12,728

繰延税金資産小計 227,256  351,452

評価性引当額 △227,256  △351,452

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金資産又は繰延税金負債（△）の純額 －  －
    

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
第27期

（平成29年３月31日）

 
第28期

（平成30年３月31日）

法定実効税率 30.86％  30.86％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 68.83％  4.40％

評価性引当額 153.24％  3.16％

住民税等均等割 2.84％  0.31％

過年度法人税等 －  5.67％

その他 △2.54％  0.09％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 253.23％  44.49％
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（セグメント情報等）

セグメント情報

　当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

第27期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

 

１．サービスごとの情報

     （単位：千円）

 投資信託委託業務
投資一任及び
投資助言業務

業務受託報酬 その他 合計

外部顧客への売上高 10,502,704 6,255,461 930,841 233,636 17,922,643

 

２．地域ごとの情報

営業収益

  （単位：千円）

日本 その他 合計

13,233,778 4,688,865 17,922,643

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

第28期（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

 

１．サービスごとの情報

     （単位：千円）

 投資信託委託業務
投資一任及び
投資助言業務

業務受託報酬 その他 合計

外部顧客への売上高 12,446,131 5,788,387 1,430,987 348,871 20,014,377

 

２．地域ごとの情報

営業収益

   （単位：千円）

日本 英国 その他 合計

14,455,359 2,072,302 3,486,715 20,014,377

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

JPMorgan Asset Management (UK) Limited 2,062,917 資産運用業
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（関連当事者情報）

１．関連当事者との取引

第27期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

子会社

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

JPMAMジャパ
ン・ケイマ
ン・ファン
ド・リミテッ
ド

英国領
ケイマン諸島
グランドケイ
マン

3,500千円

外国投資
信託の管
理会社と
しての業
務

所有
直接
100％

資金の貸借等
及び役員の兼
任

資金の貸付
（注）

17,226,000
関係会社
短期貸付金

4,010,000

資金の回収 18,785,000

受取利息 17,222 未収収益 2,403

配当の受取 465,000 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期

間３ヶ月であります。なお、担保は受け入れておりません。

 

兄弟会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

最終的な
親会社が
同一であ
る会社

JPMorgan Asset
Management
(UK) Limited

英国
ロンドン

24百万
ポンド

投資運用業 なし
投資の助言ま
たは投資一任

運用受託
報酬

1,436,993 未収収益 475,203

調査費 1,090,963 未払費用 314,255

最終的な
親会社が
同一であ
る会社

JF Asset
Management
Limited

香港
セントラル

60百万
香港ドル

投資運用業 なし
投資の助言ま
たは投資一任

運用受託
報酬

529,053 未収収益 346,130

最終的な
親会社が
同一であ
る会社

ジェー・ピー・
モルガン・サー
ビス・ジャパ
ン・リミテッド
東京支店

東京都
千代田区

１千米ドル

不動産の
売買・賃
貸借およ
び総務の
代行業等

なし 総務の代行
不動産賃
借料

26,070 敷金保証金 532,670

（注１）ジェー・ピー・モルガン・サービス・ジャパン・リミテッド東京支店に関するものを除き、取引金

額および期末残高には、消費税等は含まれておりません。

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等

運用受託報酬及び調査費に関しては、運用の再委託の一般的な手数料率を勘案し、協議の上、再委

託契約を結んで行っております。
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第28期（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

親会社

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
JPMorgan Chase
Holdings LLC

米国
ニューヨーク

222,090
百万米ドル

持株会社
被所有
間接
100％

人件費の立替 － － 未払金 450,778

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

当社の役職員への賞与の支払いの一部はJPMorgan Chase Holdings LLC（以下、「親会社」という。）

により行われております。これらの費用は親会社より当社に請求されるものであり、未払いの金額に

ついては親会社に対する債務として処理しております。

 

子会社

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

JPMAMジャパ
ン・ケイマ
ン・ファン
ド・リミテッ
ド

英国領
ケイマン諸島
グランドケイ
マン

3,500千円

外国投資
信託の管
理会社と
しての業
務

所有
直接
100％

資金の貸借等
及び役員の兼
任

資金の貸付
（注）

17,069,000
関係会社
短期貸付金

4,751,000

資金の回収 16,328,000

受取利息 14,112 未収収益 96

配当の受取 454,000 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期

間３ヶ月であります。なお、担保は受け入れておりません。

 

兄弟会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事業の
内容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

最終的な
親会社が
同一であ
る会社

JPMorgan Asset
Management
(UK) Limited

英国
ロンドン

24百万
ポンド

投資運用業 なし
投資の助言ま
たは投資一任

調査費 1,077,595 未払費用 291,063

最終的な
親会社が
同一であ
る会社

JF Asset
Management
Limited

香港
セントラル

60百万
香港ドル

投資運用業 なし
投資の助言ま
たは投資一任

運用受託
報酬

1,708,734 未収収益 511,882

最終的な
親会社が
同一であ
る会社

ＪＰモルガン証
券株式会社

東京都
千代田区

73,272,250
千円

金融商品
取引業

なし 職員の兼職
一般管理
費

1,409,458 未払金 116,223

（注１）取引金額および期末残高には、消費税等は含まれておりません。

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等

運用受託報酬及び調査費に関しては、運用の再委託の一般的な手数料率を勘案し、協議の上、再委

託契約を結んで行っております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

直接親会社　　　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（アジア）インク（非上場）

最終的な親会社　ＪＰモルガン・チェース・アンド・カンパニー（ニューヨーク証券取引所、ロンドン

証券取引所に上場）
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（１株当たり情報）

  
第27期

（自平成28年４月１日
至平成29年３月31日）

 
第28期

（自平成29年４月１日
至平成30年３月31日）

１株当たり純資産額  271,307.93円  290,650.60円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）  △5,553.17円  18,610.88円

　なお、当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないた

め記載しておりません。また、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失金額であり、また潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

１株当たりの当期純利益の算定上の基礎

  
第27期

（自平成28年４月１日
至平成29年３月31日）

 
第28期

（自平成29年４月１日
至平成30年３月31日）

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）  △312,448千円  1,047,141千円

普通株主に帰属しない金額  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）  △312,448千円  1,047,141千円

普通株式の期中平均株式数  56,265株  56,265株
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  平成30年６月15日 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社   

 取　締　役　会　御　中

 

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒　川　　　進

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　口　健　志

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日ま

での第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及び

その他の注記について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＰ

モルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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